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災害リスクと土地利用
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提言の構成

地域ごとの水災害リスクを
まちづくりの観点から評価
し、適切な土地利用のあり
方を考える

「地域の水災害リスクの評価を踏まえ、リスクが高く居住や都市機
能の立地を避けるべき地域と、リスクがあっても、防災・減災対策
によりリスクを軽減しつつ、一定程度のリスクがあることを認識し、
受け止めたうえで、都市的な土地利用や居住の誘導などを進める
必要がある地域があるという考え方を基本とすべきである」

ハザード情報の読み解き
を容易にすること

リスクを減ずるための防
災・減災対策を検討する
こと
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災害リスクの構造

コントロールが困難 コントロール可能

 ハザード 温暖化による降雨量の増大
 発生確率 温暖化により増大

1/10 非常に現実的
1/30 木造住宅寿命
1/50 1世代
1/80 現在の平均余命
1/100 現在生まれた子供の半数が超えるとされる寿命

 暴露 ゾーニング、開発規制などの立地計画によってコントロール可能
 脆弱性 立地計画を除く防災・減災対策によってコントロール可能

（治水、避難、土地利用、・・・）
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ハザード、土地利用上の重要性からみた災害リスク

ハザード↑ ⇒ 災害リスク↑ は明らか

では土地利用上の重要性と災害リスクの関係は？

実は土地利用上の重要性が高いところは、暴露量が大きくなるという関
係がありそうなので、

土地利用上の重要性↑ ⇒ 災害リスク↑

災害リスク

災害リスク
ハザード

土地利用上の重要性

災害リスク
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土地利用上の重要性と許容できる災害リスク

様々な関係が考えられる

許容できる災害
リスクの割合

許容できる
災害リスク

土地利用上の重要性

①土地利用上の重要性↑ ⇒ 許容できる災害リスクの割合↓
②土地利用上の重要性↑ ⇒ 許容できる災害リスクの割合は一定
③土地利用上の重要性↑ ⇒ 許容できる災害リスクの絶対値は一定

土地利用上の重要性

許容できる
災害リスク

①の場合 ③の場合

許容できる
災害リスク
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必要なリスク対策量

必要なリスク対策量＝災害リスク ー 許容できる災害リスク

①の場合 ③の場合

必要な対策量必要な対策量
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リスク対策の選択肢

 河川
 ダム・堤防・河道掘削
 下水道・ポンプ施設

 土地利用
 農地の遊水地利用
 田んぼダム（農地による保水）
 立地規制
 嵩上げ
 居住室レベル規制
 建物構造
 貯留施設
 移転（集団・個別）
 避難施設
 避難路

 避難
 避難体制（コミュニティ側）
 避難準備（行政側）
 避難情報

 その他
 保険
 BCP、BCD

ゾーニング

事業

• 合意形成に時間がかか
る

• 新規は問題ないが、既
存不適格の問題あり

• 補償が必要な場合あり

• 費用がかかる
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必要な対策量

立地規制

移転

避難施設

避難路

嵩上げ

居住室レ
ベル規制

構造規制

避難

避難施設

避難路

河川
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必要かつ即効的な取り組み

 地域にリスクとの向き合い方を考えてもらうこと
• きっかけが必要、立地適正化計画の義務化
• 国の支援（技術的支援、専門家支援）

 新規を対象とした規制
• リスクが高い地域
• 避難困難者が想定される施設

 災害拠点の防災力強化
• 市役所、病院など

 避難関係の取り組みの強化
• 避難施設、避難体制、避難準備

 行政間の連携
• 国、都道府県、市町村
• 河川、都市、農政
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